東京都の特別区長会は１月１７日、「旧ただし書き方式」への国保料算定方式の変更と、２３区国保料値上げ案を確認。「４月から１人当り５１８０円の値上げ」と報道されました。２年間の経過措置を講じても１人当り１３７４円の値上げになります。こうした中、１月１９日、「いま、国保の何が問題か」のテーマで、東商連社保部会新春学習会が開催され、１４民商から２８人が参加。東商連社保部会の斉藤部長と、日本共産党足立区議・さとう純子さんの２人から報告を受け、４月以降、実施が狙われている国保料算定方式の「旧ただし書き方式」の問題点や、これ以上の負担増を許さないたたかいの方向などについて学習と運動交流をおこないました。
戦前の「相互扶助」から、憲法２５条をもとに「社会保障」に発展させてきた「国民健康保険法」
　東商連社保部長の斉藤さんは、日本国憲法を頂点とする「法のピラミッド」を説明。憲法が、「国民の権利を定め、法律・その他の法規の上にキラリと輝いている」と強調。国民健康保険法の目的も、戦前の「旧国保法」の「相互扶助」から、日本国憲法第２５条の下で、戦後の「国保法（昭和３６年制定）」では「社会保障」としての「国民の権利」として発展させてきた。しかし、国保をめぐる現在の流れは、これに逆行するもの」と報告しました。
「旧ただし書き方式」で多人数・障害者世帯等負担増。国保料算定方式変更で国保料大幅アップ

　佐藤区議から、２３区などで計画されている「国保料算定方式」変更の問題点について報告がありました。「現行の国保料算定方式は、所得から基礎控除や配偶者・扶養・障害者などのさまざまな所得控除を差し引いてかかる住民税に料率をかける『住民税方式』。変更を予定している『旧ただし書き方式』では、所得から差し引かれるのは基礎控除のみで、残った所得に料率をかけるため、多人数世帯や障害者などのいる世帯では保険料負担が増えます。これまで住民税非課税で均等割だけだった世帯でも、所得割がかかってくる可能性があります」。この算定方式変更が、「医療費削減などを目的に、ＮＰＯ法人が国などの依頼で、高齢家族の医療費のムダづかいを調査することまで行なっているなかで実施されようとしている」ことも佐藤区議は報告しました。
均等割世帯４７％、４０％が就学援助を受給する足立区で、国保加入世帯の２０％が保険料値上げ

佐藤区議は、「足立区は人口６６万人。国保加入者２３万人の世帯平均所得は９２万円で、現行の国保料は平均で７万３千円。国保料均等割だけの世帯が４７％、所得制限が生活保護費の１・１倍の就学援助を小中学生の４０％が受けているその足立区で、『旧ただし書き方式』になると、国保加入世帯の２０％で国保料が引き上げられます。特別障害者の子どもがいる７５歳の高齢世帯の例では、現行の住民税非課税・国保料均等割のみから、『旧ただし書き方式』になると国保料が２・５倍に。また、夫婦・子ども２人の４人世帯でも、年間２３万円の国保料が３２万円に９万円増になる例を足立区は認めています」と、算定方式変更が、低所得・多人数・障害者世帯などの国保料大幅引き上げにつながると告発。
算定方式変更・値上げ決まるのはこれから。区民に知らせ、国保運営協議会・区議への働きかけ強化を

　区議会での質疑を基に佐藤区議は、「２３区国保料値上げ案は、区長会総会でもめにもめて決められず、正副会長会議でやっと結論を出したもの。各区議会への条例提案はこれからで、何も決まっていないことを区当局も認めている。これ以上の負担増を許さないためには、国保をめぐる状況を区民に伝えると共に、各政党・区議に要請することが必要。同時に、条例提案の前段で開催される各区の『国保運営協議会』委員に、算定方式変更やこれに伴う国保料値上げ反対、これ以上の負担増はしないことなどの要請。当面、２年間の経過措置で保険料が大幅に上がることはないが、この措置を継続させることや、低所得者や多人数・障害者世帯などの負担が上がらない方式を要請することも必要」と訴えました。
算定方式変更の次は国保料・税の上昇招く国保広域化。その目的は社会保障への税金投入の削減

　後期高齢者医療制度にかわる「新制度」を検討してきた政府の「高齢者医療制度改革会議」は１２月２０日、現在据え置かれている７０歳から７４歳の患者負担の２倍化、７５歳以上の低所得者に対する保険料軽減措置の縮小と共に、７５歳以上の高齢者を都道府県単位の国保に加入させ、別勘定で運営する高齢者差別の現行制度の仕組みを温存した最終報告書を取りまとめました。「新制度」は、政府・厚労省が実現めざす都道府県単位の「国保広域化」の第１段階との位置づけで、第２段階で市町村国保も「できるだけ速やかに（２０１８年度）」都道府県単位にする（広域化）という方針を示しています。その狙いは、医療への税金投入の削減です。すでに、厚労省は「国保会計の赤字削減」と国保会計への市町村の一般財源投入解消を自治体に求めており、歯止めのない国保料・税の上昇を招きます。
　１月２４日召集された通常国会の施政方針演説で菅首相は、ＴＰＰ参加や政治改革とともに、「負担増は避けられない」として、与野党協議を呼びかけました。その中で、「６月までに社会保障改革の全体像と、消費税を含む税制改革の基本を決定する。その際の国民の負担増は避けられない」として、消費税を含む国民負担について与野党協議を提案しました。その中身は、医療改革では「医療費負担増も消費税増税もせまる」ものにならざるを得ません。当面、国保料や病院窓口負担のこれ以上の押し付けに反対する取り組みと同時に、憲法を力にして社会保障制度を再構築する取り組み強化が求められています。　　
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